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△ 所得税の予定納税

Q :私は、昨年、不動産賃貸業を始め、今
年の3月に所得税の確定申告書を初めて提出

しました ◎

ところで、先月、税務署から予定納税額の

通知書が送られてきたのですが、また、税金

を納めなければならないのでしょうか｡

A ：7月と11月に予納しておくことにな

っています。

【解説】

所得税の納税は、納税者自らが確定申告に

よってその年分に生じた所得金額を計算し、

その所得金額に対する税額を計算して納付す

る自主申告納税を建前としていますが、国庫

収入の平準化や納税の便宜などの観点から、

本年も前年と同額の所得が発生すると仮定し

て、その仮定した所得金額に対する税額を7

月と11月に予納しておく「予定納税」制度

を採用しています。

この場合、税務署長は、その年6月15日

までに、その者に対し予定納税基準額並びに

第1期（その年7月1日から7月31日まで

の期間）及び第2期（その年11月1日から

11月30日までの期間）の予定納税額を書

面により通知し、通知を受けた納税者は、そ

れぞれの期間内にその税額を納付しなければ

ならないこととなっています。

なお、予定納税基準額が15万円未満のと

きは、予定納税をする必要はありません。

また、振替納税を利用している場合には、

納期限に指定の金融機関の口座から自動的に

納付されます。


